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款 2 項 1 目 8

出生数　150人 暮らしのなかで異なる世代の人とつながり・つきあいがある人の割合　90％

事業費

区　分

事
業
目
的

事
業
内
容

背景と目的

対象 市民

　合併等により、人口減少及び高齢化の進展が顕著で活力の低下が著しい関宮地域の中心
地に、賑わいをもたらし、人口が少ない中でも誰もが健康で安心して生き生きと暮らせる
持続可能な地域を創生するため、地域の主要施設が集中する関宮地域局周辺一帯を「関宮
小さな拠点」と位置づけ、医療、福祉、子育て、交流及び防災等、市民活動の核となる施
設等を整備し、「養父市まちづくり計画」の実践として「居空間構想」の実現に資する。

根拠法令等

予算費目 総務費 総務管理費 地域振興費

予算総額(千円）

実施計画書（補正予算）

ページ番号

事業名

ま
ち
づ
く
り
計
画

柱

養父市関宮地区小さな拠点整備基本計画

２－２_誰一人取り残さない地域コミュニティ（地域組織）

「地域」_つながりを力に開かれたコミュニティがあるまち

10年後の
数値目標②

横断的行動指針

（SDGs）

個別計画

10年後の
数値目標①

施策

90,045

会計区分

地 方 債

財
源
内
訳

一般財源

そ の 他

国支出金

県支出金

959,400

0

0

0

1,049,445

既決予算額（千円） 補正予算額（千円）

730,300

53,535

266,000

0

0

△ 390

319,145

36,510

693,400

0

0

390

単位事業名

事業概要ま
たは補正の

内容

　合併特例事業債は令和６年度で終了するが、令和７年度への明許繰越であれば対象とな
る。基本設計が終了し、おおむねではあるものの合併特例事業債の対象予定事業費が把握
できたため、その費用を本年度中に予算措置する必要があり今回補正するもの。
　なお、本補正による増額予算は、本事業で予定している予算総額1,798,900千円を増額す
るものではない。
【歳出】
（合併特例事業債対象工事費）910,100千円-（本年度工事予算額）591,003千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝（補正額）319,097千円
（計画検討作成会議等委員報償費）1,102千円-1,054千円＝　（補正額）48千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計　319,145千円
【歳入】
　地方債　合併特例事業債　　 266,000千円
　その他　公共施設等整備基金　53,535千円

養父市 担当課 市民生活部　関宮地域局実施主体

当初補正区分

すべての人に健康と福祉を 住み続けられるまちづくりを

つくる責任、つかう責任

一般会計

関宮地域局周辺整備事業費

補正予算
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款 9 項 1 目 3

単位事業名 指定避難所環境改善事業

事業概要ま
たは補正の

内容

　災害時の避難所において、避難してよかったと思えるような環境を整備する。今回、指
定避難所用備蓄品として、炊き出し用かまど、組立式非常用トイレ、暖房機及び蓄電池等
を購入する。また、購入した備蓄品を収納する大屋川防災ステーションにメザニンラック
を増設して、保管スペースを確保し、併せて昇降リフトを購入する。また、購入した備蓄
品を防災訓練等で広く活用し、市民の防災意識の高揚を図る。
【歳出】　25,511千円
（内訳）
　○ユニットメザニンラック　84㎡　11,050千円
　○昇降リフト　１台　880千円
　○炊き出し用かまど灯油バーナー仕様　４個　2,596千円
　○ジェットヒーター　10台　2,629千円
　○組立式非常用トイレ（車椅子対応）　20基　4,906千円
　○蓄電池　10基　3,450千円

【歳入】国庫支出金　新しい地方経済・生活環境創生交付金　12,750千円

養父市 担当課 危機管理室　防災安全課実施主体

当初補正区分

住み続けられるまちづくりを

一般会計

防災・災害対策事業費

補正予算

0

0

0

0

12,750

12,761

25,511

0

0

0

0

0

0

会計区分

地 方 債

財
源
内
訳

一般財源

そ の 他

国支出金

県支出金

0

0

12,750

12,761

25,511

既決予算額（千円） 補正予算額（千円） 予算総額(千円）

実施計画書（補正予算）

ページ番号

事業名

ま
ち
づ
く
り
計
画

柱

３－４_安全安心なまちづくりの推進（生活基盤）

「公共」_様々な「公共」が地域を豊かにするまち

10年後の
数値目標②

横断的行動指針

（SDGs）

個別計画

10年後の
数値目標①

施策

新たな雇用創出数　65人/年 若者が希望を持てる養父市だと思う人の割合　90％

事業費

区　分

事
業
目
的

事
業
内
容

背景と目的

対象 市民等

　令和６年元日に発生した能登半島地震や平成16年の台風第23号以降、激甚化・頻発化し
ている大雨等の自然災害に備えるため、市の指定避難所の備蓄品を充実する。令和６年
度、内閣府（防災）が補正予算に盛り込んだ「新しい地方経済・生活環境創生交付金（地
域防災緊急整備型）」事業を活用し、組立式非常用トイレなど指定避難所用備蓄品等を購
入するとともに、大屋川防災ステーションにパレット型ステージを増設し効率的な収納保
管スペースを確保する。

根拠法令等 災害対策基本法、消防団を中核とした地域防災力の充実強化に関する法律

予算費目 消防費 消防費 災害対策費
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